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【第６条】 労働契約の成立 

条文 

‣労働契約の成立 

労働契約は、労働者が使用者に使用されて労働し、使用者がこれに対して賃金を支払うことについて、

労働者及び使用者が合意することによって成立する。 

解説 

(１) 趣旨 

‣趣旨 

(２) 内容 

① 法第６条は、労働契約の成立は労働者及び使用者の合意によることを規定するとともに、「労働者が

使用者に使用されて労働」すること及び「使用者がこれに対して賃金を支払う」ことが合意の要素であ

ることを規定したものです。 
 

② 法第６条に「労働者が使用者に使用されて労働し」と規定されているとおり、労働契約は、使用従属関

係が認められる労働者と使用者との間において締結される契約を把握する契約類型であり、労働者

側からみた場合には、一定の対価（賃金）と一定の労働条件のもとに、自己の労働力の処分を使用者

に委ねることを約する契約です。 
 

③ 民法第６２３条の「雇用」は、労働契約に該当するものです。また、民法第６３２条の「請負」、同法第６４

３条の「委任」又は非典型契約であっても、契約形式にとらわれず実態として使用従属関係が認めら

れ、当該契約で労務を提供する者が法第２条第１項の「労働者」に該当する場合には、当該契約は労働

契約に該当するものです。 
 

④ 法第６条の「賃金」については、第２条の(２)④と同様です。 
 

⑤ 法第６条に「合意することによって成立する」と規定されているとおり、労働契約は、労働契約の締結

当事者である労働者及び使用者の合意のみにより成立するものです。したがって、労働契約の成立の

要件としては、契約内容について書面を交付することまでは求められないものです。 

また、法第６条の労働契約の成立の要件としては、労働条件を詳細に定めていなかった場合であって

も、労働契約そのものは成立し得るものです。 

当事者の合意により契約が成立することは、契約の一般原則であり、労働契約についても当ては

まるものであって、法第６条は、この労働契約の成立についての基本原則である「合意の原則」を

確認したものです。 


